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（事業の目的） 
第１条 
１ 株式会社リハビリテーションコムラッドが開設する訪問看護ステーション NOIE（以下「事業所」

という。）が行う指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護の事業（以下「事業」という。）の適正な

運営を確保する為に人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の看護職員、理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士（以下「看護職員等」という。）が、要介護状態（介護予防にあたっては要支

援状態）であり、主治医の医師が必要と認めた高齢者に対し、適正な事業の提供を目的とする。 
 
（運営の方針） 
第２条 
１ 指定訪問看護の提供にあたっては、事業所の看護師等は、要介護者の心身の特性を踏まえて、その

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要なサービスを提供し、利用者の

社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的および精神的負担の軽減を図

る。 
２ 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、地域の保健・

医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供の努めるものとする。 
 
（事業所の名称等） 
第３条 
１ 事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 
＜本拠地＞ 
名称：訪問看護ステーション NOIE 
所在地：熊本県宇土市栄町 14₋4 ２F 

 
（職員の職種、員数及び職務の内容） 
第４条 
１ 職員の職種、員数は以下のとおりとする。 
     管理者 1 名（常勤・専従）・・・看護職員と兼務 
     看護師 2.5 名以上（常勤専従または非常勤専従）・・・うち一人管理者と兼務 
     理学療法士、作業療法士、言語聴覚士 必要数 
２ 職務内容は以下のとおりとする。 
  （管理者） 事業所の従業者の管理及び事業の利用申し込みに係る調整、業務の実施状況の把握、

そのほかの管理を一元的に行う。 
 （看護師等） 看護師等は、訪問看護計画書および訪問看護報告書を作成し、指定訪問看護の提供に

当たる。 
 
（営業日及び営業時間） 
第５条 
１ 営業日及び営業時間及び休日は以下のとおりとする。 
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  営業日 
  月曜日から金曜日までとする。 
  営業時間 
８：３０～１７：３０ 

  サービス提供時間 
  ８：３０～１７：３０ 
 休日 
土日 

 
ただし災害時など利用者様に何らかの不利益が生じてしまう恐れがある場合、以下の条件を満たした

上で営業日外に営業する場合がある。 
・法令で定められた人員配置基準およびその他の運営基準を満たす 
・事前に利用者様(家族様)および関係事業者へ周知する 

 
（通常の事業の実施地域） 
第６条 
１ 訪問看護ステーション NOIE の通常の事業の実施地域は宇土市、宇城市、熊本市南区、熊本市西区

（次のエリアを除く：旧三角町、旧豊野町）とする。 
 
（訪問看護の内容） 
第７条 
１ 指定訪問看護の内容は次のとおりとする。 
① 病状・障害の観察 
② 清拭・洗髪等による清潔の保持 
③ 食事及び排泄等日常生活の世話 
④ 褥瘡の予防・処置 
⑤ リハビリテーション 
⑥ ターミナルケア 
⑦ 認知症患者の看護 
⑧ 療養生活や介護方法の指導 
⑨ カテーテル等の処理 
⑩ その他医師の指示による医療処置 
※緊急訪問看護、24時間対応体制 

 
（利用料等） 
第８条 
１ 指定訪問看護を提供した場合の利用料は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該事業が

法定代理受領サービスであるときは、負担割合証に記載された負担割合を乗じた額とする。 
２ 次条の通常の事業実施地域を越えて行う指定訪問看護に要した交通費は、その実費を徴収すること
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がある。その際は通常の事業の実施地域を越えた地点から、1キロメートルあたり ３０円徴収する。

また陸路を利用しての移動が困難な場合、船等を利用した際の交通費を実費徴収する。 
３ 前各項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文章で説明した上で、

支払いに同意する旨の文章に署名を受けることとする。 
 
（内容および手続きの説明及び同意） 
第９条 
１ 指定訪問看護の提供の開始に際し、あらかじめ利用申込者又はその家族に対し、運営規定の概要、

訪問看護従業者の勤務体制、その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を記した文章を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用者申込者の同意を得なければな

らない。 
 
（記録の整備） 
第１０条 
１ 事業者は従業者・設備・備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 
  事業者は利用者に対する指定訪問看護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の

日から５年間保存しなければならない。 
① 主治医による指示の文章 
② 訪問看護計画書 
③ 訪問看護報告書 
④ 具体的なサービス内容の記録 
⑤ 市町村への通知に係る記録 
⑥ 苦情内容等の記録 
⑦ 事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

 
（提供拒否の禁止） 
第１１条 
１ 正当な理由なく指定訪問看護の提供を拒むことをしてはいけない。 
 
（サービス提供困難時の対応） 
第１２条 
１ 当該事業所が利用申込者の病状、実施地域、自らの適切な指定訪問看護を提供することが困難であ

ると認めた場合は、主治医及び居宅介護支援事業者への連絡を行い、適当な他の指定訪問看護事業

者等を紹介する等の措置を速やかに講じなければならない、 
 
（緊急時等における対応方法） 
第１３条 
１ 看護師等は、訪問看護を実施中に利用者の病状に急変、その他の緊急事態が生じた時は、必要に応

じて臨時の応急手当を行うとともに、速やかに主治医に連絡し、適切な処置を行うこととする。 
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（事故発生時の対応） 
第１４条 
１ 利用者に対する訪問看護の提供により事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者家族、居

宅介護支援事業所等に連絡を行うとともに必要な処置を行う。 
２ 事業所は訪問看護の提供に伴って、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わな

ければならない。 
３ 事業所は前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入する。 
 
（秘密保持等） 
第１５条 
１ 正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 
２ 事業所の従業員であったものは退職後も正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又はその家族の

秘密を漏らしてはならない。 
３ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族

の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を得なければならない。 
 
（会計の区分） 
第１６条 
１ 指定訪問看護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定訪問看護事業所の会計とその他の事業の

会計を区分しなければならない。 
 
（虐待の防止のための措置に対する事項） 
第１７条 
１ 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 
２ 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る

こと。 
３ 事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 
４ 事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に（年 1回以上）実施すること。 
５ 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 
 
（その他運営に関する重要事項） 
第１８条 
１ この規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社リハビリテーションコムラッド代

表取締役と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 
 
附 則 
この規定は、令和 6年 4月 1 日から施行する。 
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訪問看護重要事項説明書 
 

１ 事業者の概要 
事 業 者 名 株式会社リハビリテーションコムラッド 
所 在 地 〒863-0024 熊本県天草市川原町７番２９－３号 ファミール川原町１０１ 
代 表 者 氏 名 小川 知己 
電 話 番 号 ０９６９－６６－９９７１ 
Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０９６９－６６－９９７２ 

 
２ 事業所の概要 
事 業 所 名 訪問看護ステーション NOIE 
所 在 地 〒869-0453 熊本県宇土市栄町 14－4 2階 
電 話 番 号 ０９６４－５３－９８０５ 
Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０９６４－５３－９８０６ 
介護保険事業所番号 第 4361190079号 
管 理 者 氏 名 窪田優子 
 
３ 事業の目的及び運営方針 
「在宅生活に安心と安全をお届けします」 
 
４ 職員体制と職務内容 

職名 員 数 常勤・非常勤 職 務 内 容 

管理者 兼 看護師 1 名 常勤 1 名 業務の管理、基準遵守の指揮命令、 
訪問看護業務など 

看護職員 2.5 名以上 2.5 名以上 訪問看護業務など 

理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士 必要数 必要数 リハビリテーション業務など 

 
５ 事業所の営業（診療）日等 

営 業 日 
月曜日～金曜日（休業日：土曜日、日曜日） 

※緊急時は営業時間に関係なく対応致します 

営 業 時 間 8：30～17：30 

サービス提供時間 8：30～17：30 

 
６ 通常の事業の実施地域 
 訪問看護ステーション NOIEの通常の事業の実施地域は宇土市、宇城市、熊本市南区、熊本市西区 

（次のエリアを除く：旧三角町、旧豊野町） 
 



―7― 
 

7 利用料等 
① 介護保険でのサービス利用 
  介護保険適用がある場合は、各利用者様の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた

額とします。 
【介護保険利用料金表】 
基本単位 

サービス内容 基本単位 
理学療法士等による訪問２０分 ２９４単位 ※介護予防訪問看護の場合２８４単位（利用開始月 

から１２月超の場合２７９単位） 
理学療法士等による訪問４０分 ５８８単位 ※介護予防訪問看護の場合５６８単位（利用開始月 

から１２月超の場合、５５８単位） 
理学療法士等による訪問６０分 ８２３単位 ※介護予防訪問看護の場合７９２単位  
看護師等による訪問２０分未満 ３１４単位 ※介護予防訪問看護の場合３０３単位 

（准看護師の場合は単位の９０％） 
看護師等による訪問３０分未満 ４７１単位 ※介護予防訪問看護の場合４５１単位 

（准看護師の場合は単位の９０％） 
看護師等による訪問３０～６０分 ８２３単位 ※介護予防訪問看護の場合７９４単位 

（准看護師の場合は単位の９０％） 
看護師等による訪問６０～９０分 １１２８単位 介護予防訪問看護の場合１０９０単位 

（准看護師の場合は単位の９０％） 
各種加算 

各種加算 加算内容 単位 
初回加算Ⅰ 病院、診療所等から退院した日に看護

師が初回の訪問看護を行った場合に算

定（初回のみ）ただし、初回加算（Ⅱ）

を算定している場合は算定しない 

３５０単位 

初回加算Ⅱ 新規に訪問看護計画書を作成した場合

に初回訪問時に算定（初回のみ） 
ただし、初回加算（Ⅰ）を算定してい

る場合は算定しない 

３００単位 

中山間地域等に居住する者へのサービ

ス提供加算（中山間地域等提供加算） 
通常の実施地域以外への訪問時に算定

（１回につき） 
所定単位数の５％を算定 

複数名訪問加算 同時に複数の看護師等が必要な場合に

算定 
○複数名訪問加算（Ⅰ） 
2 人の看護師等が同時に

訪問する場合： 
・２５４単位（３０分未満） 
・４０２単位（３０分以上） 
○複数名訪問加算（Ⅱ） 
看護師等と看護補助者が

同時に訪問する場合： 
・２０１単位（30 分未満） 
・３１７単位（30 分以上） 

長時間訪問看護加算 ９０分以上サービス提供を行った場合

に算定（１回につき） 
３００単位 

看護・介護職員連携強化加算 訪問看護事業所と連携してサービスを

提供した場合に算定（１回につき） 
２５０単位 

退院時共同指導加算 病院施設や主治医と連携して在宅生活

における指導を実施した場合に算定 
６００単位 

緊急時訪問看護加算(Ⅰ) 電話連絡等常時対応でき、必要に応じ

て緊急訪問を行う（1 月に 1 回） 

６００単位／月 
※1か月以内の2回目以降
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の緊急時訪問については、 
早朝・夜間・深夜の訪問看

護に係る加算を算定 
特別管理加算（Ⅰ） 気管カニューレ、留置カテーテル等を

使用されている方に算定 
５００単位 

特別管理加算（Ⅱ） 自己導尿、在宅酸素、人工肛門等を使

用されている方に算定 
２５０単位 

ターミナルケア加算 死亡日を含む１４日以内に主治医の指

示により２回以上訪問看護を実施した

場合（ターミナルケア後、２４時間以

内に在宅以外で死亡した場合も含む） 

２５００単位 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 
 

勤続年数７年以上の職員を３０%以上

配置している場合に算定 
１回につき６単位 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 
 

勤続年数 3 年以上の職員を３０%以上

配置している場合に算定 
１回につき３単位 

口腔連携強化加算 歯科医療機関やケアマネージャーに口

腔の健康状態を評価した情報を提供す

ることで算定 

５０単位/回（月１回まで） 

訪問看護医療 DX情報活用加算 訪問看護医療 DX情報活用 ５０円（月１回まで） 
※１単位＝１０円 
※中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は区分支給基準額の算定対象外 
※通常の実施地域以外は中山間地域等提供加算を算定させて頂きます。 

※理学療法士等とは…リハビリテーションの専門職である理学療法士、作業療法士、言語聴覚士。 

※看護師等とは…看護師、保健師、准看護師 

 ・上記料金算定の基本となる時間は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、利用者様の居宅

サービス計画に定められたサービスにかかる標準的な時間を基準とします。 
 ・介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付が行われない場合

があります。その場合、ご利用者様は料金表の利用料金全額をお支払頂きます。利用料金のお支

払と引き換えにサービス提供証明書と領収証を発行します。それらを保険者介護保険窓口に持参

すると、介護保険給付分の料金が返還されます (償還払い)。 
 
② 医療保険でのサービス利用 
 医療保険でのサービス利用の場合、利用者様のご負担金は（①訪問看護基本療養費＋②訪問看護管

理療養費＋③加算料金＋④交通費）の保険負担割合分となります。 
 
【医療保険利用料金表】 
種類 料金 
① 訪問看護基本療養費（Ⅰ） 
 

 
 
 
 
訪問看護基本療養費（Ⅱ） 

イ 保健師、助産師又は看護師による場合（ハを除く）  
（１）週３日目まで 5,550円 （２）週４日目以降 6,550円  
ロ 准看護師による場合  
（１）週３日目まで 5,050円 （２）週４日目以降 6,050円 
ハ 悪性腫瘍の利用者に対する緩和ケア、褥瘡ケア又は人工 肛門ケ

ア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた看護師による場合 
12,850円  
ニ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による場合 5,550円 
 
同日に２人   ・５，５５０円（週３日目まで／１回） 
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（同一建物居住者への訪問） 
 

 
訪問看護基本療養費（Ⅲ） 

 （外泊時の訪問） 

・６，５５０円（週４日目以降／１回） 
同日に３人以上 ・２，７８０円（週３日目まで／１回） 
        ・３，２８０円（週４日目以降／１回） 
 
・８，５００円／回 
 

② 訪問看護管理療養費 
（月の初日の訪問） 

・７，６７０円（月の初回時） 
 

訪問看護管理療養費 
（月の２日目以降の訪問） 

訪問看護管理療養費(１)：３，０００円（２日目以降／１回につき） 
・同一建物居住者の占める割合が 7割未満 

訪問看護管理療養費(２)２，５００円（２日目以降／１回につき） 
・同一建物居住者の占める割合が 7割以上 

③ 加算料金 料金 
・長時間訪問看護加算 ・５，２００円（週１回に限り） 
・複数名訪問看護加算 ・４，５００円（看護師等・週１回に限り） 

※同一建物内 3 人以上の場合４，０００円 
・３，８００円（准看護師・週１回に限り） 
※同一建物内 3 人以上の場合３，４００円 

・３，０００円（看護補助者・週３回まで） 
※同一建物内 3 人以上の場合２，７００円 

※１人で対応困難な場合、特定の疾患及び特別な管理が必要な場合 
・複数名訪問看護加算（１日複数回） ・３，０００円（看護補助者・１日１回） 

※同一建物内 3 人以上の場合２，７００円 
・６，０００円（看護補助者・１日２回） 
※同一建物内 3 人以上の場合５，４００円 

・１０，０００円（看護補助者・１日３回以上） 
※同一建物内 3 人以上の場合９，０００円 

・難病等複数回訪問加算 ・４，５００円（１日２回の場合） 
※同一建物内 3 人以上の場合４，０００円 

・８，０００円（１日３回以上の場合） 
※同一建物内 3 人以上の場合７，２００円 

・特別管理加算 ・２，５００円／月 
・５，０００円／月（重症度等が高い場合） 

・退院時共同指導加算 ・８，０００円／月 
・特別管理指導加算 ・２，５００円／月 
・退院支援指導加算 ・６，０００円／月 
・在宅患者連携指導加算 ・３，０００円／月 
・在宅患者緊急時カンファレンス加算 ・２，０００円／月 
・緊急訪問看護加算 ・２，６５０円／日 月１４日目まで 

・２，０００円／日 月１５日目以降 
※主治医の指示により緊急訪問を行った場合 

・24 時間対応体制加算 ・６，８００円／月  
※同意の上、電話対応、緊急訪問を行う場合 

・夜間・早朝・深夜訪問看護加算 ・２，１００円／回（夜間・早朝） 
・４，２００円／回（深夜） 
※夜間：午後６時～午後１０時 早朝：午前６時～午前８時 
 深夜：午後 １０時～翌６時 

・訪問看護ターミナルケア療養費（1） 
 
 

・２５，０００円 
※死亡日を含む１４日以内に主治医の指示により２回以上訪問看護

を実施した場合（ターミナルケア後、２４時間以内に在宅以外で死
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・訪問看護ターミナルケア療養費（2） 
 

亡した場合も含む） 
 
・１０,０００円 
※特別養護老人ホーム等で死亡した利用者のうち、死亡日を含む１

４日以内に主治医の指示により２回以上訪問看護を実施した場合

（ターミナルケア後、２４時間以内に在宅以外で死亡した場合も含

む）で、介護保険における看取り看護加算等を算定する場合 
・訪問看護情報提供療養費（1,2,3） １，５００円／月 
・在宅患者緊急時等カンファレンス加算 ２，０００円 
・乳幼児加算 １，３００円／日（別に厚生労働大臣が定める者に該当する場合に

あっては、１，８００円） 
・看護・介護職員連携強化加算 ２，５００円 
・訪問看護医療 DX情報活用加算 ５０円／月 
・訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ） ７８０円  

※訪問看護管理療養費（月の初日の訪問）を算定する利用者一人に 
つき月一回に限り算定可能 

③ その他の費用 
サービス提供に必要な電気・ガス・水道、処置備品等は利用者様のご負担となります。 
交通費  

片道３０ｋｍ以内     無料  

片道３０ｋｍ以上    １ｋｍにつき 30円（１回の訪問につき）  

交通費 通常の実施地域を越えてサービスを提供する場合に徴収させていただきます。  

また、離島への訪問にかかる交通費(船など)もご利用者様のご負担となります。 
④ 利用料等の変更 

介護報酬・診療報酬の改訂等により、介護・医療保険でのサービス利用の金額が変更になることがあ

ります。その際は、利用者様へ説明し同意を得た上でサービス提供を行います。 
⑤ 特別管理加算（Ⅰ）および特別管理加算で重症度等が高い場合の対象者一覧 

・在宅悪性腫瘍患者指導管理を受けている状態 
・在宅気管切開患者指導管理を受けている状態 
・気管カニューレを使用している状態 
・留意カテーテルを使用している状態 

⑥ 特別管理加算（Ⅱ）および特別管理加算で重症度等が低い場合の対象者一覧 
・在宅自己腹膜灌流指導管理を受けている状態 
・在宅血液透析指導管理を受けている状態 
・在宅酸素療法指導管理を受けている状態 
・在宅中心静脈栄養法指導管理を受けている状態 
・在宅成分栄養経管栄養法指導管理を受けている状態 
・在宅自己導尿指導管理を受けている状態 
・在宅持続陽圧呼吸療法指導管理を受けている状態 
・在宅自己疼痛管理指導管理を受けている状態 
・在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態 
・在宅人工呼吸指導管理を受けている状態 
・人工肛門または人工膀胱を設置している状態 
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・真皮を越える褥瘡の状態 
・点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 
・在宅患者訪問点滴注射管理指導料を算定している者 

 
８ 支払方法 

お支払方法は口座自動引き落としとし、利用月の翌月２６日に自動引落としさせて頂きます。 
入金確認後、領収書を発行させていただきます（自動引き落としの手数料は当事業所にて負担）。 

 
９ サービスの利用開始 等 
① 重要事項説明書によりサービス提供に関する内容をご説明させて頂き、同意を得たうえで、 
契約を締結します。契約内容につきましては、必ずご確認下さい。 
② サービス提供は「主治医からの指示書」に基づいて「訪問看護計画書」を作成し実施します。 

また、「訪問看護計画書」は、介護支援専門員（又は地域包括支援センター）が作成する居宅 
サービス計画・介護予防サービス支援計画及びご利用者・ご家族様の意向を踏まえ作成します。 
更に、理学療法士等が訪問看護を提供しているご利用者様については、ご利用者様の状況や実施し 
た看護の情報を看護職員と理学療法士等が共有するとともに、訪問看護計画書及び訪問看護報告書 
について看護職員と理学療法士等が連携し作成することとします。また、訪問看護計画書及び訪問 
看護報告書の作成にあたり、訪問看護サービスの利用開始時やご利用者様の状態の変化等に合わせ 
た定期的な看護職員の訪問により、ご利用者様の状態について適切に評価を行うとともに、理学療 
法士等による訪問看護はその訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたもので

ある場合に、看護職員の代わりにさせる訪問となります。 
③ 作成した「訪問看護計画」は、ご利用者・ご家族にその内容を説明し、同意を得たうえでサービス

提供を開始します。 
③  予定していたご利用日の利用を中止する場合は、出来る限り早めにご連絡をお願いします。 

 
＜主なサービスの内容＞ 
  より充実した在宅生活を送ることが出来るように、主治医の指示により当訪問看護ステーション

の看護師等が定期的に訪問し、必要な処置やリハビリテーションを行い、在宅療養のサポートを行

います。 
   
１０ 緊急時の対応方法 
  サービス提供中に、ご利用者に病状の急変等の緊急事態が発生した場合は、ご利用者様の主治医、ご

家族様、介護支援専門員への連絡を行うとともに必要な措置を行います。 
 
１１ 事故発生時の対応 

  サービス提供中に、ご利用者様に事故が発生した場合は、ご利用者様の主治医、ご家族様、介護支援

専門員等に連絡を行うとともに必要な措置を行います。 
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１２ 感染症流行時の対応 

  インフルエンザやノロウイルスなどの感染症流行時、事業所スタッフが感染の媒体とならぬよう細心

の注意を払い業務にあたります。以下の対応をさせていだくことをご了承いただいた上でサービスをご

利用ください。 
① ご利用者様が罹患された場合、感染のリスクが高い一定期間、利用を控えていただくお願いをさせて

頂くことがあります（一定期間とは…感染のリスクが高い期間と医学的に根拠が示されている期間）。 
② ご利用者様の担当スタッフの家族が罹患した場合、スタッフ家族が治癒するまでの期間は別スタッフ

による代行訪問を行うよう調整させていただきます。別スタッフの代行訪問調整が困難な場合は、ご

利用者様へ状況を説明し、ご利用者様またはご家族様の利用希望の意向を得られた場合のみ訪問させ

ていただきます。なお、担当スタッフによる訪問を実施する場合は感染予防策を徹底したうえで訪問

させていただきます（高性能マスク、ビニールエプロン着用、スタッフ体調管理等）。 
 
１３ 社会情勢及び天災 
   社会情勢及び天災について、以下の対応をさせていただくことをご了承いただいた上でサービスを

ご利用ください。 
  ① 社会情勢の急激な変化、地震、風水害など著しい社会秩序の混乱等により、事業者の義務の履行

が難しい場合は、日程・曜日の調整をさせて頂く場合があります。 
  ② 社会情勢の急激な変化、地震、風水害など著しい社会秩序の混乱等により、事業者の義務の履行

が遅延、もしくは不能になった場合、それによる損害賠償責任を当事業所は負わないものとする。 
 

１４ サービス提供に関する苦情・相談 

  サービス内容に関してご不満や苦情等ありましたら、下記苦情・相談窓口までお問合せ下さい。 

当事業所苦情相談窓口 管理者 ＴＥＬ ０９６４－５３－９８０５ 

介護保険に関する地域行政窓口  

宇土市 保険課介護保険係 
ＴＥＬ ０９６４－２２－１１１１ 

熊本県国民健康保険団体連合会 

介護サービス苦情・相談窓口 
ＴＥＬ ０９６－２１４－１１０１ 

 

１５ 高齢者虐待防止の推進 

お住いの地域で気になる高齢者やご家庭を発見した場合は、下記の届出・相談窓口までお問合せ

下さい。 

熊本市 西区福祉課  

    南区福祉課 

ＴＥＬ ０９６－３２９－５４０３ 

ＴＥＬ ０９６－３５７－４１２９ 

宇土市 宇土市役所 高齢者支援課 高齢者支援係 ＴＥＬ ０９６４－２２－１１１１ 

宇城市 宇城市地域包括支援センター ＴＥＬ ０９６４－２５－２０１５ 
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訪問看護契約書 

 

ご契約者様（以下、「利用者」という。）と訪問看護ステーション NOIE（以下、「事業者」という。）は、

事業者が利用者に対して行う訪問看護サービスについて、次のとおり契約を結びます。 

 

（契約の目的） 

第１条 

１ 事業者は、介護保険法等・医療保険法等の関係法令および契約書に従い、利用者に対し、利用者が 

有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう療養生活を支援し、心身 

の機能の維持回復を目指す事を目的として、訪問看護サービスを提供します。それに対し、利用者 

は事業者へサービスに対する料金を支払います。 

 

（契約期間） 

第２条 

１ 介護保険でのサービス利用の場合の契約期間は本契約書の契約日から利用者の要介護認定又は要支

援認定（以下「要介護認定等」という。）の有効期間満了日までとします。 

２ 医療保険でのサービス利用の場合の契約期間は本契約書の契約日から１年間とします。 

３ 契約期間満了の７日前までに、利用者から事業者に対して、契約終了の申し出がない場合、契約は

自動更新されるものとします。 

 

（運営規定の概要） 

第３条 

１ 事業者の運営規定の概要（事業の目的、職員体制、訪問看護サービスの内容等）は、重要事項説明 

書に記載したとおりです。 

 

（訪問看護計画書の作成・変更） 

第４条 

１ 事業者は主治医の指示、各種協力機関、利用者の日常生活全般の状況および希望を踏まえて、訪問

看護計画を作成し、訪問看護計画作成後も当該実施状況の把握に努めます。 

２ 訪問看護計画には、療養上の目標や目標達成のための具体的なサービス内容等を記載します。 

３ 訪問看護計画は、居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿って作成します。 

４ 事業者は次のいずれかに該当する場合には、第１条に規定する訪問看護サービスの目的に従い、訪

問看護計画の変更を行います。 

① 利用者の心身の状況、その置かれている環境等の変化により、当該訪問看護計画を変更する必要が

ある場合 

② 利用者が訪問看護サービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合 

５ 前項の変更に際して、居宅サービス計画の変更が必要となる場合は、速やかに利用者の居宅介護支

援事業者に連絡する等必要な援助を行います。 
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６ 事業者は訪問看護計画を作成し又は変更した際には、これを利用者およびその家族もしくは後見人

に対し説明し、同意を得るものとします。 

 

（主治医との関係） 

第５条 

１ 事業者は訪問看護サービスの提供を開始する際には、主治医の指示を文書で受けます。 

２ 事業所は主治医に訪問看護計画書および訪問看護報告書を提出し、主治医と密接な連携を図ります。 

 

（訪問看護スタッフ） 

第６条 

１ 事業者は利用者のため、担当の訪問看護スタッフを定め、利用者に対して訪問看護サービスを提供 

します。 

２ 事業者は担当の訪問看護スタッフを選任し、又は変更する場合には利用者の状況とその意向に配慮

して行います。 

３ 利用者は事業者に対し、担当の訪問看護スタッフの変更を申し出ることが出来ます。 

４ 事業者は前項の申出があった場合、第１条に規定する訪問看護サービスの目的に反するなど変更を

拒む正当な理由がない限り、利用者の希望に沿うように担当の訪問看護スタッフを変更します。 

 

（訪問看護サービスの内容および提供） 

第７条 

１ 事業者は担当の訪問看護スタッフを派遣し、訪問看護計画書に記載した内容の訪問看護サービスを

提供します。 

２ 事業者は利用者に対して訪問看護サービスを提供するごとに、当該サービスの提供日および内容、

等の必要事項を、利用者が依頼する居宅介護支援事業者が作成する所定の書面に記載し、利用者の

確認を受けることとします。 

３ 事業者は利用者の訪問看護サービスの実施状況に関する記録を整備し、その完結の日から５年間保

存するものとします。 

４ 利用者およびその家族もしくは後見人は、必要がある場合は、事業者に対し前項の記録の閲覧を求

めることが出来ます。ただし、この閲覧は事業者の業務に支障のない時間に行うものとします。 

 

（居宅介護支援事業者等との連携） 

第８条 

１ 事業者は利用者に対して訪問看護サービスを提供するにあたり、利用者が依頼する居宅介護支援事 

業者又はその他保険・医療・福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。 

 

（協力義務） 

第９条 

１ 利用者は、事業者が利用者のための訪問看護サービスを提供するにあたり、可能な限り事業者に協

力しなければなりません。 
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（苦情対応） 

第１０条 

１ 事業者は苦情対応の責任者およびその連絡先を明らかにし、事業者が提供した訪問看護サービスに

ついて利用者、その家族・後見人からの苦情の申立てがある場合は、迅速かつ誠実に必要な対応を

行います。 

２ 事業者は利用者、その家族・後見人が申立て等を行ったことを理由として、利用者に対し何らかの

不利益な扱いをすることは行いません。 

 

（緊急時の対応） 

第１１条 

１ 事業者は現に訪問看護サービスの提供を行っているときに利用者に容態の急変が生じた場合、必要

に応じて臨時応急の手当てを行うとともに、速やかに主治医に連絡を取るなど必要な対応を講じま

す。 

 

（利用料等） 

第１２条 

１ 事業者が提供する訪問看護サービスの利用単位毎の利用料その他の費用は、重要事項説明書に記載

したとおりです。 

２ 利用者はサービスの対価として、前項の費用の額をもとに月ごとに算定された利用者負担額を事業

者に支払います。 

３ 事業者は提供する訪問看護サービスのうち、介護保険の適用を受けないものがある場合には、特に

そのサービス内容および利用料金を説明し、利用者の同意を得ます。 

４ 事業者は訪問看護サービスの利用単位毎の利用料およびその他の費用の額を変更する場合は、１ヶ

月前までに利用者に対し説明し、同意を得た上で変更します。 

 

（利用者負担額の滞納） 

第１３条 

１ 利用者が正当な理由なく利用者負担額を２ヶ月以上滞納した場合は、事業者は３０日以上の期間を

定めて、利用者負担額を支払わない場合には契約を解除する旨の催告をすることができます。 

２ 前項の催告をした際、事業者は利用者の居宅計画を作成した居宅介護支援事業者と、利用者の日常

生活を維持する見地から居宅サービス計画の変更、介護保険外の公的サービスの利用について協議

を行うものとします。 

３ 事業者は前項に定める協議を行い、かつ利用者が第１項に定める期間内に滞納額の支払いをしなか

ったときは、この契約を文書により解除することができます。 

４ 事業者は前項の規定により解除に至るまでは、滞納を理由として訪問看護サービスの提供を拒むこ

とはありません。 

 

（秘密保持） 



―16― 
 

第１４条 

１ 事業者は正当な理由がない限り、その業務上知りえた利用者およびその家族・後見人の秘密を漏ら

しません。 

２ 事業者およびそのスタッフは、サービス担当者会議等において、利用者およびその家族・後見人に

関する個人情報を用いる必要がある場合には、利用者およびその家族・後見人に使用目的等を説明

し同意を得なければ、使用することができません。 

 

（利用者の解除権） 

第１５条 

１ 利用者は７日間以上の予告期間をもって、いつでもこの契約を解除することが出来ます。 

 

（事業者の解除権） 

第１６条 

１ 事業者は利用者が法令違反またはサービス提供を阻害する行為をなし、管理者より口頭での改善依

頼を３回実施したにも関わらず改善の見込みがなく、このサービス利用契約の目的を達することが

困難になった時は、３０日間以上の予告期間をもって、この契約を解除することができます。 

２ 利用者によるハラスメントが生じた場合に、管理者より口頭での改善依頼を３回実施したにも関わ

らず改善の見込みがなく、このサービス利用契約の目的を達することが困難になった時は、３０日

間以上の予告期間をもって、この契約を解除することができます。 

上記以外でもハラスメントの状況に応じて即刻契約解除する場合があります。 

３ 事業者はこの契約を解除する場合は、前もって主治医、利用者の居宅サービス計画を作成した居宅

介護支援事業者、公的機関等と協議し、必要な援助を行います。 

 

（契約の終了） 

第１７条 

１ 次に掲げるいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。 

① 利用者が要介護（支援）認定を受けられなかったとき 

② 第２条１項および２項により、契約期間満了の７日前までに利用者から更新拒絶の申出があり、

かつ契約期間が満了したとき 

③ 利用者が第１５条により契約を解除したとき 

④ 事業者が第１３条又は第１６条により契約を解除したとき 

⑤ 利用者が死亡したとき 

 

（損害賠償） 

第１８条 

１ 事業者は訪問看護サービスの提供にあたって、事故が発生した場合には速やかに利用者の家族・後

見人に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

２ 前項において、事故により利用者又はその家族の生命、身体、財産に損害が発生した場合は、事業

者は速やかにその損害を賠償します。ただし、事業者に故意・過失がない場合はこの限りではあり
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ません。 

３ 前項の場合において、当該事故発生につき利用者に重過失がある場合は、損害賠償の額を減額する

ことができます。 

 

（利用者代理人） 

第１９条 

１ 利用者は代理人を選任してこの契約を締結させることができ、また契約に定める権利の行使と義務

の履行を代理して行わせることができます。 

２ 利用者の代理人選任に際して、必要がある場合は、事業者は成年後見人制度や地域福祉権利擁護事

業の内容を説明するものとします。 

 

（合意管轄） 

第２０条 

１ この契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、事業者の所在地を管轄する裁判所を

第一審管轄裁判所とすることに予め合意します。 

 

（協議事項） 

第２１条 

１ この契約に定めのない事項については、介護保険法等・医療保険法等の関係法令に従い、利用者・

事業者の協議により定めます。 

 

 

 


